
   

別紙 

 
 
 

 
 
 

令和４年度福井県計画に関する 

事後評価 

 

 

 
令和７年１月 

福井県 

 
  



   

12 
 

３．事業の実施状況 

 
令和４年度福井県計画に規定した事業について、令和５年度計画終了時における事業の

実施状況を記載。 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【NO.1】 

介護施設等整備事業 

【総事業費】 
421,870 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備

等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整

備を促進する。 

アウトカム指標：介護 5施設（特養、老健、介護療養型医療施設、特定施

設入居者生活介護、認知症高齢者グループホーム）の定員総数を、令和 9

年 3月末 11,913 人（+258 人）に増床する。 

事業の内容（当

初計画） 

① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成 

整備予定施設数 

地域密着型特別養護老人ホーム：29 床(1 ヵ所) 

認知症高齢者グループホーム：18床(1 ヵ所) 

看護小規模多機能型居宅介護事業所：3床(1 ヵ所) 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所：1ヵ所 

介護予防拠点：13 ヵ所 

 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 

整備予定施設数 

地域密着型特別養護老人ホーム：29 床(1 ヵ所) 

認知症高齢者グループホーム：18床(1 ヵ所) 

看護小規模多機能型居宅介護事業所：3床(1 ヵ所) 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所：1ヵ所 

介護予防拠点：13 ヵ所 
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③ 介護離職ゼロ５０万人受け皿整備に向け、広域型施設の大規模修繕・耐震化

整備、介護職員の宿舎施設整備、多床室のプライバシー保護改修、看取り環

境の整備、共生型サービス事業所の整備促進を行う。 
 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

① 施設サービス                 （床、括弧内は施設数） 

種別 令和４年度 令和５年度 

特別養護老人ホーム（含 地域密着型） 
  5,530 

 （110） 

5,559 

(111) 

認知症高齢者グループホーム 1,414(104) 1,477(110) 

介護予防拠点 (17) (13) 

② 地域密着型サービス              （括弧内は整備施設数） 
種別 令和４年度 令和５年度 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 (1) (1) 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 (2) (1) 
 

アウトプット指

標（達成値） 

① 地域密着型サービス等             （床、括弧内は施設数） 

種別 令和４年度 令和５年度 

特別養護老人ホーム 29（1） － 

認知症高齢者グループホーム 72（6） 45（3） 

介護予防拠点 （10） （8） 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 

               （床、括弧内は施設数） 

種別 令和４年度 令和５年度 

特別養護老人ホーム 29（1） － 

認知症高齢者グループホーム 72（6） 45（3） 
 

事業の有効性・

効率性 

介護 5施設（特養、老健、介護療養型医療施設、特定施設入居者生活介護、

認知症高齢者グループホーム）の令和 6 年 3 月 31 日現在 定員総数 

11,655 人(前年対比+55 人) 

（１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設等の整備により介護 5施設（特養、老健、介護

療養型医療施設、特定施設入居者生活介護、認知症高齢者グループホーム）

の定員総数が 11,655 人に増加し、高齢者が地域において、安心して生活

できる体制の構築が図られた。 

（２）事業の効率性 

地域密着型サービスの事業者選定については公募を必須とした他、建設会

社等を決定する際には入札を行う等、手続について行政の手法を紹介する
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ことで一定の共通認識のもとで施設整備を行い、事業全体の効率化を図っ

た。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.2】 

介護人材確保定着総合推進事業 

【総事業費】 
18,427 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県（（福）福井県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

高齢者が、住み慣れた地域で自分らしく生活できる体制の整備に必要とな

る介護サービスの担い手の確保を図る。 

令和６年度末までに、介護職員１１，９８０人を確保する。 

事業の内容（当

初計画） 

【財源：地域医療介護総合確保金（介護分）】 

・介護人材の掘り起こしや定着促進のため、専門員を配置し、主婦や元気

な高齢者などの潜在的な人材発掘や、事業所の求人ニーズと個々の求職者

の適性を把握したマッチング支援を行い、福祉・介護人材の円滑な参入と

確実な定着を図る。 

・介護施設において、短時間で、高齢者の能力に応じた介護の補助的業務

などを行う「ちょこっと就労」を普及し、介護人材の確保および高齢者の

短時間就労による介護職員の負担軽減を促進する。 

・また、介護施設に対し、「ちょこっと就労」募集の広報経費や採用者の研

修経費を助成し、「ちょこっと就労」を普及・促進する。 

・介護未経験者や高校教員に対する入門的研修を行い、介護業務に携わる

上での不安等の払しょくのため、介護の基本的な知識・技術を取得するた

めの研修を実施する。 

 

【財源：介護保険事業費補助金】 

・介護施設に対し、専門員の訪問や組織経営や人材マネジメントに精通し

た専門家の指導により、経営改善計画、人材育成計画や就業規則の作成な

どを支援し、介護職員の処遇改善と定着促進を図る。また、経営者や管理

者を対象とした、経営や人材マネジメントに関するセミナーを開催する。 

 
アウトプット指

標（当初の目標

値） 

・人材発掘とマッチングによる雇用創出 １５０人／年 
・専門員や専門家派遣による介護職員等処遇改善加算のキャリアパス要件

整備 20 法人／年 
・「ちょこっと就労」による新規雇用創出 １３０人／年 

アウトプット指

標（達成値） 

・人材発掘とマッチングによる雇用創出 ４９人／年 
・専門員や専門家派遣による介護職員等処遇改善加算のキャリアパス要件
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整備 40 法人／年 
・「ちょこっと就労」による新規雇用創出 １０８人／年 

事業の有効性・

効率性 

観察できた 

・人材発掘とマッチングによる雇用創出 ４９人／年 
・専門員や専門家派遣による介護職員等処遇改善加算のキャリアパス要件

整備 40 法人／年 
・「ちょこっと就労」による新規雇用創出 １０８人／年 

（１）事業の有効性 
 専門員による人材発掘と、適した事業所へのマッチングは、個々人の特

性や状況にあった就職へつなげることができ、定着にもつながった。 
 また、専門員や専門家派遣による事業所の経営基盤や環境改善は、福井

県内の介護事業所全体のボトムアップにつながった。 
（２）事業の効率性 
 内容の異なる事業を、同一主体に委託することで、それぞれの事業で得

た情報を効率的に活用できた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.3】 

介護人材「活用」推進事業 

【総事業費】 
7,850 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県（コンサルティング業者へ委託）、介護事業所（コンサルタント

費用を、県が一部補助） 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

高齢者が、住み慣れた地域で自分らしく生活できる体制の整備に必要と

なる介護サービスの担い手の確保を図る。 

アウトカム指標：令和６年度末までに、介護職員１１，９８０人を確保

する。 

事業の内容（当

初計画） 

若者から選ばれ、高齢者が働き続けられる職場環境づくりの一環とし

て、 モデル事業所による働き方の見直し（選択的週休３日制度の導入

など）や 複数事業所の連携による人材確保・育成の取り組みを支援す

るとともに、 新たな就労モデルの県内展開を行う。 
アウトプット指

標（当初の目標

値） 

モデル事業所数：３事業所 

アウトプット指

標（達成値） 

モデル事業所数：６事業所 

事業の有効性・

効率性 

モデル事業所（６事業所）における取り組みの課題や成果を整理し、報

告会等を通じて、県内事業所への多様な働き方の導入を拡げ、介護職の

魅力向上を図り、介護人材の確保を促進した。 

（１）事業の有効性 

専門員による人材発掘と、適した事業所へのマッチングは、個々人の

特性や状況にあった就職へつなげることができ、定着にもつながった。 

また、専門員や専門家派遣による処遇改善は、福井県内の介護業界全

体のボトムアップにつながった。 

（２）事業の効率性 

 内容の異なる事業を、同一主体に委託することで、それぞれの事業で

得た情報を効率的に活用できた。（例：処遇改善に係る事業所訪問で求

人に係る相談も併せて受けて対応した。） 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.4】 
介護実習・普及センター運営事業 

（地域リーダー養成研修） 

【総事業費】 
127 千円 

事業の対象となる区域 福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県（福井県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者の介護に携わる地域住民が正しい介護知識・介護技術を

身に着け、県全体の介護の質を向上させる。 

アウトカム指標：一般県民各層（中高齢者、女性介護者、地域

リーダー等）が実践的な研修の実施を通して高齢者を支援する

体制の整備。 

事業の内容（当初計画） 一般県民各層（中高齢者、女性介護者、地域リーダー等）に対

して、基本的な介護の知識・技術について習得させる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

講座実施回数：10 回 

アウトプット指標（達成

値） 

研修実施回数:5 回 

 

事業の有効性・効率性 観察できた 

研修実施回数 5 回 

（１）事業の有効性 

 介護の地域リーダーとなる一般住民に対し、在宅介護に必要

な介護の知識と技術と相談援助に関する講座を実施し、高齢者

を支援する体制の整備を図ることが出来た 

（２）事業の効率性 

外部研修受講の機会確保が難しい高齢者の介護に携わる地

域住民に対して、一括して研修することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.5】 
介護実習・普及センター運営事業 

（中堅者のための介護技術向上研修） 

【総事業費】 
361 千円 

事業の対象となる区域 福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県（福井県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者の介護に携わる地域住民が正しい介護知識・介護技術

を身に着け、県全体の介護の質を向上させる。 

アウトカム指標：中堅の介護職員がより実践的な介護技術を

身に着け、リーダーとして職場全体の質を向上できるように

なること目的とする。 

事業の内容（当初計画） 中堅の介護職員が将来展望をもっていきいきと働き続ける

ことができるよう、資質向上を図る。 
【研修内容】 
・利用者の能力を引き出す移動・移乗 
・褥瘡・拘縮予防とポジショニング 
・自立を意識した着替え・入浴介助 等 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

講座実施回数：9回 

アウトプット指標（達成

値） 

研修実施回数:9 回 

 

事業の有効性・効率性 観察できた 

研修実施回数 9 回 

（１）事業の有効性 

 介護の地域リーダーとなる一般住民に対し、在宅介護に必

要な介護の知識と技術と相談援助に関する講座を実施し、高

齢者を支援する体制の整備を図ることが出来た 

（２）事業の効率性 

外部研修受講の機会確保が難しい高齢者の介護に携わる

地域住民に対して、一括して研修することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.6】 
介護実習・普及センター運営事業 

（初心者のための介護技術向上研修） 

【総事業費】 
361 千円 

事業の対象となる区域 福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県（福井県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者の介護に携わる初任者の介護職員が正しい介護知識・

介護技術を身に着け、県全体の介護の質を向上させる。 

アウトカム指標：初任者の介護職員が介護技術の基礎を学

び、正しい知識のもとサービス提供できるようになること。 

事業の内容（当初計画） 初任者の介護職員が将来展望をもっていきいきと働き続け

ることができるよう、資質向上を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

講座実施回数：18 回 

アウトプット指標（達成

値） 

研修実施回数:18 回 

 

事業の有効性・効率性 観察できた 

研修実施回数 18 回 

（１）事業の有効性 

 介護の基本的な知識や正しい福祉用具の使い方および介

護技術に関する研修を行い、介護人材の資質向上を図ること

ができた。 

（２）事業の効率性 

各施設がそれぞれで研修しなければならない正しい介護

知識・介護技術を、当事業で中堅の施設職員に対して集合研

修し、県全体の介護の質の向上を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.7】 
介護職員等訪問指導事業 

【総事業費】 
874 千円 

事業の対象となる区域 福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県（福井県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

人員等の都合で外部研修を受講することが難しい事業所に

おいて、職員に対する研修機会の確保が課題となっている。 

アウトカム指標：介護技術の向上が図られる延べ介護従事者

数 1,000 名 

増大する高齢者を支えるために必要な介護人材が、質・量と

もに確保される。 

事業の内容（当初計画） 外部研修への参加が困難な在宅系サービス事業者を対象に、

事業所へ理学療法士や介護福祉士等の指導者が出向いて、介

護技術等に関する研修を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修実施回数 130 回 

 

アウトプット指標（達成

値） 

研修実施回数 32 回 

事業の有効性・効率性 観察できた 

延べ介護従事者数 410 名 

（１）事業の有効性 

外部研修への参加が困難であった介護従事者に対し、介護

技術の向上を図るための研修を受けられる体制を構築する

ことにより、介護人材の資質向上を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

外部研修受講の機会確保が難しい事業所内の職員に対し

て、一括して研修することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.8】 

高齢者地域支え合い・助け合い支援事業 

【総事業費】 
1,199 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県老人クラブ連合会 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

高齢化により、ますます高齢者の社会参加が求められている中で、県

内各 地域における高齢者の支え合いの一役を担っている老人クラ

ブにおいて、 会員の高齢化により事務作業等ができないために活動

の継続が難しく、クラ ブ数が減少傾向にある。 

アウトカム指標： 高齢者の支え合い・助け合い活動（見守り等）の

活発化 

事業の内容（当

初計画） 

老人クラブの事務補助等を行うプランナーを配置し、活動の活発化

を促す ために各クラブに対して会計事務等の補助を行う。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

老人クラブ活動の継続・活発化、老人クラブ数減少の抑制 
（派遣市町数：17 市町） 

アウトプット指

標（達成値） 

老人クラブ活動が継続・活発化し、老人クラブ数の減少を抑制するこ

とで、 高齢者の地域における支え合い・助け合い活動の継続・活発

化を図る。 

（派遣市町数：2市町） 
事業の有効性・

効率性 

観察できた 

（派遣市町数：2市町） 

（１）事業の有効性 
活動中または活動休止中の老人クラブのプランナーを派遣し、活

発化を促進した。また、新規設立見込の老人クラブへの支援を行い、

新規設立を達成した。 
（２）事業の効率性 
老人クラブが活用しやすい様に、プランナーによる主体的かつ積極

的な働きかけを行い、アフターフォローを含む継続的な支援を行う

ことで活発化を図る。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.9】 

介護支援専門員資質向上事業 

【総事業費】 
1,576 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県（福井県介護支援専門員協会へ委託） 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

・小規模事業所では、ケアマネジメントに関することや困難事例の対

応などの相談相手が事業所内にいないため、介護支援専門員のＯＪＴ

が困難。 
・居宅介護支援事業所の主任介護支援専門員は、他事業所の介護支援

専門員の指導・助言まで行えていない。 

アウトカム指標：介護支援専門員の質の向上と主任介護支援専門員の

指導能力の向上 

事業の内容（当

初計画） 

・主任介護支援専門員による実地指導・助言 
 小規模居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対し、主任介護支援

専門員が当該事業所に出向き、要介護状態の軽減または悪化の防止に

資するケアプランの作成指導や困難事例への対応等の助言を行う。 
 市町が実施するケアプラン点検事業に、主任介護支援専門員を同行

させ、要介護状態の軽減または悪化の防止に資するケアプランの作成

指導・助言を行う。 
 県介護支援専門員協会に専任の職員を配置し、指導に当たる主任介

護支援専門員と派遣を希望する事業所のマッチングを実施する。 
・指導者説明会の開催 
 指導者となる主任介護支援専門員に対して、指導方法等の説明会を

開催する。 
・介護支援専門員への研修会等の開催 
 介護者支援を行う上での知識・技術向上のための研修・相談会 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

・主任介護支援専門員による実地指導・助言  ３０事業所／年 
・指導者説明会の開催  2 回／年 
・介護支援専門員への研修会等の開催  ６回／年 

アウトプット指

標（達成値） 

・主任介護支援専門員による実地指導・助言  １８事業所／年 
・指導者説明会の開催  2 回／年 
・介護支援専門員への研修会等の開催  3 回／年 
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事業の有効性・

効率性 

観察できた 

・主任介護支援専門員による実地指導・助言  １８事業所／年 
・指導者説明会の開催  2 回／年 
・介護支援専門員への研修会等の開催  3 回／年 

（１）事業の有効性 
介護支援専門員が指導・助言を受けることで、ケアマネジメントの

質の向上のきっかけとなり、必要に応じて主任介護支援専門員に助言

を求める意識が生まれる。 
（２）事業の効率性 
主任介護支援専門員は地域の介護支援専門員支援の抱える課題を

把握でき、自身が講師を担う法定研修等の内容を現場の課題に即した

ものに充実できる。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.8】 

認知症ケア医療人材育成事業 

【総事業費】 
3,942 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県 

（委託先：福井県医師会、国立長寿医療研究センター、 

福井県歯科医師会、福井県薬剤師会、福井県看護協会） 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

認知症高齢者の数は、2025（令和 7）年には約 700 万人、65 歳以上の高

齢者の約 5人に 1人に達すると見込まれており、早期診断・早期対応を

軸に、認知症の容態の変化に応じた適時・適切な医療等が提供される体

制整備を充実させる必要がある。 

アウトカム指標：認知症に関する知識を習得し、適切なサービスを提供

できるかかりつけ医や歯科医、薬剤師、看護師等、医療サービスを担う

人材が増加する。 

事業の内容（当

初計画） 

①かかりつけ医に対し、適切な認知症診療の知識・技術習得のための研

修を実施 
②かかりつけ医への助言を行い、地域の医療介護連携の推進役となる認

知症サポート医を養成するための研修を実施 
③サポート医等の地域医療機関の資質向上を図るとともに、地域におけ

る連携強化を図るための専門的、実践的な研修を実施 
④医療従事者に対して認知症に関する基礎知識や対応方法を習得させ

るための研修を実施 
⑤地域の医療機関、地域包括支援センター等との日常的な連携機能を有

する歯科医師に対し、認知症の早期発見および認知症対応力の向上のた

めの研修を実施 
⑥地域の医療機関、地域包括支援センター等との日常的な連携機能を有

する薬剤師に対し、認知症の早期発見および認知症対応力の向上のため

の研修を実施 
⑦急性期病院等に勤務する看護師（リーダー的な役割）に対し、行動・

心理症状（BPSD）や身体合併症等への適切対など、医療における認知

症対応力向上を図るための研修を実施 
アウトプット指

標（当初の目標

値） 

①受講者数 120 人（60 人×2 会場）/年 
②受講者数 5 人/年 
③資質向上の研修 20 人（10 人×2 会場）/年 
④受講者 300 人（100 人×3 会場）/年 
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⑤受講者数 50 人（50 人×1 回）/年 
⑥受講者数 50 人（50 人×1 回）/年 
⑦看護職員認知症対応力向上研修受講者数 100 人（50 人×2 回）/年 

アウトプット指

標（達成値） 

① 受講者数 60 人 

② 受講者数 5 人 

③ 資質向上の研修 120 人 

④ 受講者 300 人 

⑤ 受講者数 20 人 

⑥ 受講者数 20 人 

⑦ 看護職員認知症対応力向上研修受講者数 120 人 

事業の有効性・

効率性 

観察できた 

645 人の医療人材が、認知症に関する知識を習得した。 

新型コロナウイルスの影響により受講人数が減少傾向であったが、昨年

より受講人数が増加した。 

（１）事業の有効性 

認知症に関する知識を習得し、適切なサービスを提供できる医療人材

の確保を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

研修を実施できた職種は、人材育成を効率的に行うことができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.9】 
認知症ケア介護人材育成事業 

【総事業費】 

 1,448 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県（（福）福井県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

認知症高齢者の数は、2025（令和 7）年には約 700 万人、65 歳以上の

高齢者の約 5人に 1人に達すると見込まれており、認知症介護に携わ

る者が必要な知識・技術を身につけ、容態の変化に応じた適時・適切

な介護等が提供される体制整備を充実させる必要がある。 

一方で、介護現場における不適切な BPSD の対応から、症状が悪化して

医療機関に送られてくる患者が増加しているが、3 交代勤務の施設職

員には、集合研修への参加が難しい。 

アウトカム指標： 

認知症ケアに関する知識を習得し、適切なサービスを提供できる介護

人材が増加する。 

事業の内容（当

初計画） 

・介護保険施設・事業所等に従事する介護職員等に対し、認知症介護

に関する基礎的な知識や技術を習得させるための研修を実施地 

・域密着型サービス事業所の管理者等に対して、管理運営等のために

必要な知識や技術を習得させるための研修を実施 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

受講者数 100 人 

受講者数：開設者研修 20 人（10 人×2回）/年 

管理者研修 60 人（30 人×2回）/年 

計画作成担当者研修 20 人（10 人×2回）/年 

アウトプット指

標（達成値） 

受講者数：100 人 

受講者数：開設者研修 20 人 

管理者研修 60 人 

計画作成担当者研修 20 人 

事業の有効性・

効率性 

観察できた。 

100 人が認知症に関する知識を習得した。 

（１）事業の有効性 

認知症に関する知識を習得し、適切なサービスを提供できる介護人

材の確保を図ることができた。 

（２）事業の効率性 



   

28 
 

 対象者ごとに適したカリキュラムにより、人材育成を効率的に行う

ことができた。 

その他  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



   

29 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.10】 
認知症フレンドリー社会推進事業（チームオレン

ジ） 

【総事業費】 

92 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることが

できるためには、認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護サー

ビス等が提供される体制整備が必要であり、体制整備を進めるために

は、認知症支援に関する専門の知識や技術を習得した人材の確保が必

要である。 

アウトカム指標：チームオレンジ設置市町数：17 市町 

事業の内容（当初

計画） 

・市町チームオレンジ等担当者会議 
  認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援チーム員、地域包括

支援センター職員等が地域の認知症対策について情報交換等を行う。 
・チームオレンジ設置 
 コーディネーター研修の開催、担当者会議の開催を行う。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

・オレンジチューター派遣：１５市町 
・担当者会議 年 1 回開催 
・コーディネーター研修 年 1 回開催 

アウトプット指

標（達成値） 

・オレンジチューター派遣：２市町 
・担当者会議 年 1 回開催 
・コーディネーター研修 年 1 回開催 

事業の有効性・効

率性 

観察できた 
・オレンジチューター派遣：１３市町 
・担当者会議 年 1 回開催 
・コーディネーター研修 年 1 回開催 

（１）事業の有効性 

 オレンジチューター研修への派遣やコーディネーター研修を行い、

チームオレンジ設置に向けた人材を育成した。 

（２）事業の効率性 

 市町担当者会議等を通じて、チームオレンジへの理解普及が進み、

設立が促進された。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.11】 
地域支え合い生活支援体制整備推進事業 

【総事業費】 

594 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県（福井県地域包括・在宅介護支援センター協議会へ委託） 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

地域包括支援センターには、新たな事業や地域包括ケアシステムの構築

が求められており、職員のスキルアップが必要である 

アウトカム指標：地域包括支援センターに、新たな事業や地域包括ケア

システムの構築に向けて、積極的に取り組む人材が増える。 

事業の内容（当

初計画） 

地域包括支援センターの機能強化を図るため、職員の技能習得・資質向

上を図るための研修を実施する。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

新任者研修 １回／年、現任者研修 ２回／年 

アウトプット指

標（達成値） 

新任者研修 １回／年、現任者研修 ２回／年 

事業の有効性・

効率性 

観察できた 
新任者研修 １回／年、現任者研修 ２回／年 

（１）事業の有効性 

 地域包括支援センターの職員が定期的に研修を受ける機会を設ける

ことで、知識を深め資質の向上につながり、相談体制の強化になる。 

（２）事業の効率性 

 ＷＥＢ参加を可能にしたことにより、より多くの参加者が集まった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.12】 
高齢者施設等危機管理対策強化事業 

【総事業費】 

239 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

近年地震や豪雨による自然災害が頻発しており、高齢者施設において

も多大な被害を被っているケースが全国的に多く見られる中、高齢者

施設において自然災害に対する防災知識を備えた職員の育成が求め

られている。 また、令和３年度介護報酬改定において、災害時におけ

る業務継続計画 （ＢＣＰ）の策定が令和 6 年度より義務化された。 

アウトカム指標：高齢者施設毎に十分な防災知識を備えた防災担当職

員「防災リーダー」を設置し、当該職員主導のもと、各施設の利用者

や周辺状況に応じた適切な業務継続計画を策定する。 

事業の内容（当初

計画） 

各事業所の「防災リーダー」に対し、各自然災害に関する基礎知識や

標準的な避難計画・業務継続計画の策定方法等について、入所系事業

所向けと居宅訪問系事業所向けの研修会を開催する。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

入所系事業所向けと居宅訪問系事業所向け研修会を年 1 回ずつ開催 

アウトプット指

標（達成値） 

業務継続計画（ＢＣＰ）の運用に関する研修を 1 回開催 

事業の有効性・効

率性 

観察できた 
業務継続計画（ＢＣＰ）の運用に関する研修を 1 回開催 

（１）事業の有効性 

 研修会を受講した「防災リーダー」による主導で、高齢者施設毎の

状況に応じた避難計画や業務継続計画を策定（または改定）され、「防

災リーダー」による避難訓練等も定期的に開催される。 
（２）事業の効率性 

 事前に施設等の意見を募り、実際に必要とされる内容での研修を行

い、効果を高めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.13】 
外国人介護人材受入環境整備事業 

【総事業費】 

885 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県（（一社）福井県介護福祉士会へ委託） 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

外国人介護人材の受入先となる介護施設の環境を整備することによ

り、外国人介護人材の定着を図る。 

アウトカム指標：令和６年度末までに、介護職員１１，９８０人を確

保する。 

事業の内容（当初

計画） 

・外国人介護人材受入れ準備セミナー（集合型研修） 

事業所向けの受入制度の説明、労働法・雇用関係上のルール等のセミ

ナー開催 

・外国人介護職員活躍支援研修（講師派遣型研修） 

コミュニケーションの取り方、協働のための考え方・心構え等の連携

や共生に向けた研修の実施 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

・外国人介護人材受入れ準備セミナー：4回 

・外国人介護職員活躍支援研修：30 回 

アウトプット指

標（達成値） 

・外国人介護人材受入れ準備セミナー：2回 

・外国人介護職員活躍支援研修：10 回 

事業の有効性・効

率性 

観察できた 

外国人介護人材受入れ準備セミナー：2回 

外国人介護職員活躍支援研修：10 回 

（１）事業の有効性 

 外国人介護職員を受け入れるための制度や支援環境整備など、受入

れに資する情報を提供することで、外国人介護職員に関する理解促進

と受入施設担当者の資質を向上できた。 

（２）事業の効率性 

 各施設がそれぞれで情報収集・研修しなければならない外国人介護

人材受入のノウハウを、当事業で職場管理者や施設職員に対して研修

し、効率的に外国人材受入環境の整備ができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.14】 
外国人介護福祉士候補者受入事業 

【総事業費】 

211 千円 

事業の対象とな

る区域 

福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

EPA（経済連携協定）に基づく外国人介護福祉士候補者受入を行う施設

に対し、候補者の学習支援にかかる費用を支援することにより、外国

人介護人材の活用促進を図る。 

アウトカム指標：令和６年度末までに、介護職員１１，９８０人を確

保する。 

事業の内容（当初

計画） 

・外国人介護福祉士候補者の日本語学習等に要する経費の支援 

 日本語学習、介護分野の専門知識の学習及び学習環境の整備 

・外国人介護福祉士候補者の喀痰吸引等研修に要する経費の支援 

・外国人介護福祉士候補者の研修を担当する者の活動に要する経費の

支援 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

・日本語学習等の実施施設数：2 施設 
・喀痰吸引等研修の実施施設数：2 施設 
・研修担当支援施設数：2 施設 

アウトプット指

標（達成値） 

・日本語学習等の実施施設数：2 施設 
・喀痰吸引等研修の実施施設数：1 施設 
・研修担当支援施設数：－ 

事業の有効性・効

率性 

観察できた 

・日本語学習等の実施施設数：2 施設 
・喀痰吸引等研修の実施施設数：1 施設 
・研修担当支援施設数：－ 

（１）事業の有効性 

 外国人介護福祉士候補者受入にかかる経費を支援することにより、

外国人介護人材の受入を促進でき、介護人材不足の解消を図ることが

できる。 

（２）事業の効率性 

 各施設が必要とする支援を一本化して支援することで効率的な事

業を行うことができる。 

その他  


